
 

国土強靱化 民間の取組事例 104   顧客の生活を支える 

顧客を守る！ ▶顧客の生活を支える 14商品やサービスに防災機能を付加する 

104 
「よき避難者」を育成するマンション防災減災・ 研修ワ
ークショップ事業 

取組主体【掲載年】 法人番号 事業者の種類【業種】 実施地域 

Community Crossing Japan 
【平成 27年】 

－ その他防災関連事業者 
【サービス業（他に分類されないもの）】 

東京都 

1 取組の概要 

 「よき避難者」の育成 

 Community Crossing Japan は 東日本大震災後を

契機に、平成 23 年 9 月に防災減災研修を行うプロ

ジェクトとして開始した。震災時の避難生活におい

て、平常時に決めたルールやマニュアルが機能しに

くく、リーダーがいても想定していた役割を果たせ

ないケースが多くあった経験から、「一人ひとりがよ

き避難者となる」ことを提唱し、集合住宅やオフィス、

商業施設、駅といった多くの人々が滞在する場所にお

いて、地域コミュニティをつくる研修ワークショップ

事業を展開している。 

 

2 取組の特徴（特色、はじめたきっかけ、狙い、工夫した点、苦労した点） 

 人のつながりが希薄な都市における「避難生活」に焦点を当てる 

 Community Crossing Japanプロジェクトでは、コミュニティが比較的希薄な都市部の 「避難

生活」に焦点を当て、「よき避難者」を育成する取組を行っている。本プロジェクトにおける 「よ

き避難者」とは、「受け身で支援を待つのではなく、変化する状況のもとで主体的に適切な行動

をとることができる(自助)避難者」であり、その個人同士が互いに助け合うことで 「共助」を発

揮することが求められる。 

 このため、集合住宅やオフィス、商業施設、駅といった多くの人々が滞在する場所で住民向けの

防災減災教育、防災訓練、防災マニュアル、備蓄品アドバイス等のワークショップやコンサルテ

ィングを行い、「助け合うことのできる主体的な避難者」の育成を目指している。 

 

発災から復旧までに必要される「備え」を確認し、危機意識を高める 

 同プロジェクトの住民向けワークショップでは、目新しい防災の知識を紹介するのではなく、

発災から復旧  復興までの間に必要とされるトイレ、食糧、水、物資、医療、情報、再建、安否

確認等について、現時点での備えと震災時における過不足を探る内容となっている。これによ

り、自然と危機意識を育むことを目指している。また避難所運営等について避難者自身が対策

▲マンション住民に向けたワー

クショップの様子 
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を考えるプロセスも含め、自分たちで考え、臨機応変に判断し行動する力の育成を重視してい

る。 

 

3 取組の平時における利活用の状況 

 コミュニティ形成への貢献 

 同プロジェクトは、特にマンション防災においては、コミュニティの形成にも力を入れている。

平時より近隣とのコミュニケーションを重視し、トイレや非常食に関する親子向けプログラム

や、「そなえるカルタ」を使ったゲーム形式の訓練等楽しいイベントをワークショップ形式で実

施することで、有事には共助で避難生活を乗り切る関係づくりの形成を目指している。 

 

4 取組の国土強靱化の推進への効果 

  都市での共同住宅化が進む中、ハード面が比較的強いマンションは災害時においては原則とし

て 「マンション内避難生活」を送ることとなるが、人間関係や災害への危機意識が希薄になりが

ちな状況を踏まえた防災対策や訓練はほとんどなされていない。そのため、公助が行き届かな

い発災から 1 週間程を共助で乗り切る具体的な知識と準備が不足しており、二次 三次災害へ

とつながることになる。 

 同プロジェクトでは、マンションにおいて、住民の主体的な取組を育む防災教育を図ることで、

混沌とする発災時に受身で支援を待つのではなく、変化する状況のもとで主体的に適切な行動

をとることができる(自助)避難者の育成を目的としている。具体的には、ライフラインが壊滅し

た際の炊き出しの開始やトイレの処理、エレベーターが停止した際の速やかな安否確認や防犯

について東日本大震災の事例を元に考えてもらうこととしている。 

 

5 防災 減災以外の効果 

  本取組ではマンションのコミュニティ形成にも力を入れているため、防犯 子育て 環境問題

等、様々な社会環境問題に対して、顔見知りであれば見守れる、子どもを預けることができる、

▲東日本大震災を経て確認された「手薄なところ」 
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環境負荷軽減のためのシェアができるなどの効果があった。またマンション内では、豊かなコ

ミュニティを育むことで理事会での合意形成をスムーズにし、円滑なマンション管理ができる

という効果もあり、マンションの資産価値の向上も期待できる。 

 

6 現状の課題 今後の展開など  

  現時点では新築分譲マンションでの実施が多いため、同プロジェクトでは今後、既存  賃貸マン

ションでの展開を考えている。面的な広がりを持ち、より多くの 「よき避難者」を育成すること

で、起こりうる首都直下型地震や南海トラフ地震に備えていくことを計画している。 

 

7 周囲の声 

  被災地で様々な場所  シュュエーションで経験された話を、直接聞くことができ、不明点が解決

した。被災地に立つことで、ニュースでは分からなかったことを感じたり、一緒に参加した方々

との意見交換で気付かされることがあった。（不動産会社 社員） 

 被災地から学ぶ“生きた知恵”こそ、発災時に本当に役立つので、「よき避難者」は最良のプログ

ラムである。 “想定外の状況で人はどう生き延びるのか“を現地で学ぶことで、マニュアルづく

りでは得られない知識やノウハウを手に入れることできた。（広告代理店 役員） 

 東日本大震災のリアルを教訓にし、次の災害に備えて叡智を残すという取組に共感した。（弁護

士） 

 


